
市民の皆さんに松戸市の人事行政の運営等の状況について理解していただくため、その概要をお知らせします。

問 人事課 ℡366-7306

◆職員の任免および職員数等に関する状況

１．部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年4月1日現在）

（注） 1　職員数は一般職に属する職員数です。

（注） 2　特別行政部門では、教育長を含んでいます。

（注） 3　【　　　】内は、条例定数の合計です。

２．職員の採用および退職の状況（平成19年度：19年4月1日～20年3月31日）

（注） 1　市長部局等には教育委員会を除く各行政委員会を含みます。
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３．年齢別職員構成の状況（20年4月１日現在）
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◆職員の給与の状況

１．総括

(１)人件費の状況（普通会計決算）

人

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注） 1　職員手当には退職手当を含みません。

2　職員数は、19年4月1日現在の人数です。

(３)ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注） 1　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

（注） 2　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

【参考】　地域手当補正後のラスパイレス指数 （平成20年4月1日現在）

※　「地域手当補正後ラスパイレス指数」とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を

　　用いて補正したラスパイレス指数です。

（参考）　類似団体平均
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２．職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1)職員の平均年齢、平均給料月額および平均給与月額の状況（20年4月1日現在）

　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円 -

歳 円 円 -

歳 円 円 円 -

円 円

円 円

円 円

（注） 1　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。

（注） 2　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

（注） 3　年収ベースの「公務員（C）」および「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された

    期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

（2)職員の初任給の状況（20年4月1日現在）

円

円

円 円 円

円 円

（3)職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（20年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円
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-
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-
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３．一般行政職の級別職員数等の状況

（1)一般行政職の級別職員数の状況（20年4月1日現在）

（注） 1　松戸市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      2　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

  

（2)昇給への勤務成績の反映状況

※松戸市においては実施しておりません。

標 準 的 な 職 務 内 容 構 成 比
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４．職員の手当の状況

（1)期末手当・勤勉手当

（19年度支給割合） （19年度支給割合） （19年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分 月分 月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 月分 月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5～15％ ・役職加算 5～20％ ・役職加算 5～20％

・管理職加算 15・20％ ・管理職加算 10～25％

（注） 　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

※勤務実績に応じて、最大30%まで加給

（2)退職手当（20年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

退職前早期退職特例措置 （2％～20％） 退職前早期退職特例措置 （2％～20％）

1人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注） 退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。

(3)地域手当

（20年4月1日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

(22年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

（注） 国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしています。

1,937

3.0

千円

30.55

1,963

3.0

23.50

国

1.5

0.75

千 葉 県

59.28

59.28

松 戸 市

1.6( 0.75 )

3.0

―１人当たり平均支給額（19年度）

1.5

国

26,742

全地域（医師以外）

支 給 対 象 地 域 支 給 率

全地域（医師以外） 10

47.50

59.28

医　　　師 15

支 給 率

10

10

41.34

12,396

支 給 対 象 地 域

402,665

支 給 対 象 職 員 数

1,223,299

( 1.6 )

33.50

国 の 制 度 （ 支 給 率 ）

15 2

59.28

59.2859.28

30.55

松 戸 市

１人当たり平均支給額（19年度）

千円

1.6 0.75

23.50

1.5

33.50

3,036

支 給 実 績 （ 19 年 度 決 算 ）

支 給 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 19 年 度 決 算 ）

10

47.50

41.34

国 の 制 度 （ 支 給 率 ）

医　　　師 15 15
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(4)特殊勤務手当（20年4月1日現在）

千円

円

％

(5)時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

災害出場、救急出場

不快職場、土日勤務職場、延長保育

防疫作業、害虫駆除等

し尿・ごみ等収集処理

302

631,939

297

661,663

大型車両、特殊車両運転技労職

500円/日

500円/日技労職

教育業務

年末年始勤務手当

教育職

12/29～1/3　勤務者

教育業務

全職種

教育職

特殊現場勤務手当

教育職員特別業務手当

教育業務連絡指導手当

調理員

消防出場手当 消防職

保育手当

事務職

事務職生活保護等面接手当

行旅死病人取扱手当

手 当 の 種 類 （ 手 当 数 ）

支 給 実 績 （ 19 年 度 決 算 ）

税務外勤手当

料金等徴収手当

支 給 実 績 （ 18 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 18 年 度 決 算 ）

事務職、技術職、技労職

支 給 実 績 （ 19 年 度 決 算 ）

し尿・ごみ等収集処理手当

技労職

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 19 年 度 決 算 ）

環境衛生従事手当

事務職

特殊車両運転手当

危険作業手当

手 当 の 名 称

感染症患者治療等

主 な 支 給 対 象 業 務主 な 支 給 対 象 職 員

43.8

15

有害物取扱、高所作業

支 給 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 19 年 度 決 算 ）

56,880

44,195

2,000円（病人）、3,000円（死人）

防疫等作業手当 医療職

職 員 全 体 に 占 め る 手 当 支 給 職 員 の 割 合 （ 19 年 度 ）

行旅死病人の処理作業

税務職

事務職、技術職、技労職

外勤・対人折衝

300円/日

左 記 職 員 に 対 す る 支 給 単 価

300円/日

500円/回

200円/回（半日）

3,000円（半日）

150円～1,500円/日

1,700円以内/日

130円～600円/日

200円/日

1,500円/月

100円～2,000円/回

250円/日

滞納分の料金徴収

通常保育

生活保護者の認定、面接、訪問等
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（6)その他の手当（20年4月１日現在）

円

円

円

円

円

円千円

および支給額

2,402 1,201,200
　月額100,100円以内を支給初 任 給 調 整 手 当

○医療職俸給表(一)の適用を受ける職員

異なる

役職分類

　25,500円を支給

○自動車等を使用する場合

　使用距離に応じて月額3,000円～

　家賃額に応じて27,000円を限度に支給

管 理 職 手 当

休 日 勤 務 手 当

通 勤 手 当

住 居 手 当

6,500円

および支給額

○電車・バスを利用する場合

　定期代等月額55,000円までは全額支給

　定期券は6ヶ月定期等最も経済的なもの

異なる

○持家居住者 7,000円

1人につき

○借家・借間居住者

5,000円加算

　（高校生～大学生）

2人目以降

○上記のうち満16歳となる年度初めから

　家賃が月額8,500円を超える場合、

扶 養 手 当
344,694

1人目 11,000円

6,500円

13,000円

　満22歳の年度末までの子

同じ

○配偶者以外の扶養親族

役職分類

自動車等使用

者の距離区分

および支給額

235,840 87,090

228,461 122,762

222,383

支給額

　時間単価の3.5割増×時間数を支給

異なる

千円

千円

最低限度額

持家居住者の

借家・借間の

○独身者が扶養している場合

支給実績国の制度と

○配偶者

支給職員１人当たり

度との

（19年度決算）異　同

（19年度決算）異なる内容

国の制

平均支給年額内 容 お よ び 支 給 単 価手 当 名

同じ

○管理又は監督の地位にある職員

　月額54,400円～131,800円を支給
512,978 767,931

千円

千円

192,899 280,784

千円

異なる

○休日における正規の勤務時間中に

　勤務した職員

8



５．特別職の報酬等の状況（20年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

　 （19年度支給割合）

4.45 月分

　 （19年度支給割合）

4.45 月分

　　 （算定方式）

円

円

（注）

給料月額×在職月数×26/100 10,732,800

940,000

給料月額×在職月数×47/100 23,688,000

（1期の手当額）

720,000

660,000

590,000

期
末
手
当

退
職
手
当

議 員

副 市 長

副 議 長

市 長

市 長

副 市 長

議 長

議 員

副 議 長

副 市 長

市 長

（ 参 考 ） 類 似 団 体 に お け る 最 高 ／ 最 低 額

報

酬

議 長

区 分 給 料 月 額 等

656,600／

604,000 ／ 400,000

666,000

1,100,000

／ 690,300

742,000

任期ごと

（支給時期）

／ 463,000

任期ごと

420,000／

給

料

1　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額および支給率に基づき、1期（4年＝48月）勤めた場合における退職手当の

    見込額です。   

1,050,000

860,000
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6．公営企業職員の状況

（1）病院事業

①　職員給与費の状況

　　決算

Ａ Ｂ

Ａ

人 千円

（注） 1　職員手当には退職手当を含みません。

2　職員数は、平成20年3月31日現在の人数です。

②　職員の基本給、平均月収額および平均年齢の状況（平成20年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注） 1　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

③　職員の手当の状況

ア　期末・勤勉手当

1人当たり平均支給額（19年度）

千円

（平成19年度支給割合）

期末手当 勤勉手当

月分 月分

月分 月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算       5～15％

（注） 1　（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成20年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

退職前早期退職特例措置

1人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注） 1　退職手当の1人当たりの平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

区 分 総 費 用 純 損 益 又 は 職 員 給 与 費 総 費 用 に 占 め る （ 参 考 ） 18 年 度 の 総 費 用 に

実 質 収 支 職 員 給 与 費 比 率 B ／ A 占 め る 職 員 給 与 費 比 率

19 年 度
千円 千円 千円 ％ ％

16,523,036 △ 377,789 9,690,630 58.6 57.3

区 分 職 員 数 給 与 費 1 人 当 た り 給 与 費

給 料 職 員 手 当 期 末 ･ 勤 勉 手 当 計 Ｂ Ｂ／Ａ

19 年 度
千円 千円 千円 千円

888 3,812,436 1,648,162 1,691,663 7,152,261 8,054

区 分 平 均 年 齢 基 本 給 平 均 月 収 額

松 戸 市 39.8 401,587 671,107

医 師 43.9 655,489 1,292,390

看 護 師 37.5 349,011 556,587

事 務 ・ 医 療 技 術 者 等 43.7 494,841 654,239

1,314,681

看 護 師 37.3 291,607 470,546

医 師 43.3 565,450

549,136

松 戸 市 病 院 事 業

1,903

3.0 1.5

団
体
平
均 事 務 職 員 44.3 355,301

（　1.6　） （　0.75　）

松 戸 市 病 院 事 業

23.50 30.55

33.50 41.34

47.50 59.28

59.28 59.28

（2％～20％）

1,968 19,349
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ウ　地域手当（平成20年4月1日現在）

千円

円

％ 人 ％

％ 人 ％

（22年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

（注） 1　国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしています。

エ　特殊勤務手当（平成20年5月1日現在）

千円

円

％

オ　時間外勤務手当

カ　その他の手当（平成20年4月1日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

支 給 実 績 （ 19 年 度 決 算 ） 416,938

支 給 職 員 1 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 19 年 度 決 算 ） 470,054

支 給 対 象 地 域 支 給 率 支 給 対 象 職 員 数 一般行政職の制度（支給率）

全　地　域　（医師以外） 10 771 10

医 師 に 対 す る 特 例 支 給 率 支 給 対 象 職 員 数 医 師 の 制 度 （ 支 給 率 ）

医　　　師 15 110 15

支 給 対 象 地 域 支 給 率 一 般 行 政 職 の 制 度 （ 支 給 率 ）

全　地　域　（医師以外） 10 10

医 師 に 対 す る 特 例 支 給 率 医 師 の 制 度 （ 支 給 率 ）

医　　　師 15 15

区 分 全 職 種

支 給 実 績 （ 19 年 度 決 算 ） 343,104

支 給 職 員 1 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 19 年 度 決 算 ） 392,118

職 員 全 体 に 占 め る 手 当 支 給 職 員 の 割 合 （ 19 年 度 ） 97.8

手 当 の 種 類 （ 手 当 数 ） 16

手 当 の 名 称 主 な 支 給 対 象 職 員 主 な 支 給 対 象 業 務 左 記 職 員 支 給 単 価

臨床指導・調査・研究手当 医師 診療業務 月額200,000円以内

入院受入手当 医師 入院患者の受入業務 5,000円/人

観察手当 医師 術後経過観察、重症患者治療 10,000円以内/回

急患診療手当 医師・医療技術者・事務 救急患者の診療業務等 18,000円以内/回

休祭日勤務手当 医師 休祭日の特別な診療業務 5,000円以内/日

年末年始手当 全職種 年末年始に勤務 8,000円以内/日

自宅待機手当 医師・看護師 救急のため自宅待機 10,000円以内/月

夜間看護手当 看護師・医療技術者 夜間看護等 7,500円以内/回

手術手当 看護師 手術室に勤務 10,000円/月

放射線取扱手当 全職種 放射線等照射業務 200円/日

防疫手当 全職種 感染症患者の収容、検診、治療、消毒作業 500円/回

解剖手当 医師・医療技術者 解剖業務 3,000円/体

特別看護手当 看護師・看護助手 早出、遅出勤務 5,000円以内/月

院内待機手当 医師 救急のため院内待機 19,000円/回

派遣手当 医師 要請に基づく診療業務等 60,000円以内/回

赴任手当 医師 要請に基づき赴任した医師 50,000円/回

支 給 実 績 （ 19 年 度 決 算 ） 174,155 千円　　　

職 員 1 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 19 年 度 決 算 ） 194 千円　　　

支 給 実 績 （ 18 年 度 決 算 ） 187,372 千円　　　

職 員 1 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 18 年 度 決 算 ） 207 千円　　　

手 当 名 内 容 お よ び 支 給 単 価

 一般行政職  一般行政職

支 給 実 績
（19年度決算）

支給職員1人当た

 の制度との  の制度と り平均支給年額

 異       同  異なる内容 （19年度決算）

扶 養 手 当

P.8と同様

64,748,116 215,827

住 居 手 当 82,180,546 161,138

通 勤 手 当 50,316,892 74,443

管 理 職 手 当 176,140,312 941,927

休 日 勤 務 手 当 949,117 49,954

初 任 給 調 整 手 当 178,044,299 268,543
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(2)水道事業

① 職員給与費の状況

　　決算

　（参考）

　　　　　　　

（注） 1　職員手当には退職手当を含みません。

2　職員数は、20年3月31日現在の人数です。

② 職員の基本給、平均月収額および平均年齢の状況（20年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注） 1　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末・勤勉手当

1人当たり平均支給額（19年度）

千円

（平成19年度支給割合）

勤勉手当

月分 月分

月分 月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算       5～15％

（注） 1　（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成20年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

退職前早期退職特例措置

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注） 1　退職手当の1人当たりの平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

区 分 総 費 用 純損益又は実 職 員 給 与 費 総費用に占める

職員給与費比率 １8年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

質　　収　　支

19年度
　　　　千円 千円　 千円　 ％ ％

1,385,005 51,181 208,482 15.1 15.6

区 分 職 員 数 給 与 費 一人当たり

　　　　　　Ａ 給 料 職 員 手 当 期 末 ・ 勤 勉 手 当 　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A

19年度
人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

208,482 8,339

区 分 平 均 年 齢 基 本 給 平 均 月 収 額

25 121,582 30,946 55,954

松 戸 市 49.4 457,930 694,940

団 体 平 均 45.5 374,552 571,242

水 道 事 業

2,238

期末手当

3.0 1.5

（　1.6　） （　0.75　）

水 道 事 業

23.50 30.55

33.50 41.34

47.50 59.28

59.28 59.28

（2％～20％）

実績なし 30,334
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ウ　地域手当

（20年4月1日現在）

千円

   円

％ 人 ％

（22年度の制度完成時）

％ ％

（注） 1　国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしています。

エ　特殊勤務手当（20年4月1日現在）

千円

　円

　％

0

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

カ　その他の手当（20年4月1日現在）  

円

円

円

円

支 給 実 績 （ 19 年 度 決 算 ） 11,998

支 給 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 19 年 度 決 算 ） 479,920

支 給 対 象 地 域 支 給 率 支 給 対 象 職 員 数 一 般 行 政 職 の 制 度 （ 支 給 率 ）

全　地　域 10 25 10

支 給 対 象 地 域 支 給 率 一 般 行 政 職 の 制 度 （ 支 給 率 ）

全　地　域 10 10

区 分 全 職 種

支 給 実 績 （ 19 年 度 決 算 ） ―

支 給 職 員 1 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 19 年 度 決 算 ） ―

職 員 全 体 に 占 め る 手 当 支 給 職 員 の 割 合 （ 19 年 度 ） ―

手 当 の 種 類 （ 手 当 数 ）

手 当 の 名 称 主 な 支 給 対 象 職 員 主 な 支 給 対 象 業 務 左 記 職 員 に 対 す る 支 給 単 価

支 給 実 績 （ 19 年 度 決 算 ） 2,706

職 員 1 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 19 年 度 決 算 ） 108

支 給 実 績 （ 18 年 度 決 算 ） 4,331

職 員 1 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 18 年 度 決 算 ） 167

一般行政職 一般行政職

支 給 実 績
（19年度決算）

支給職員1人当たり
平均支給年額
（19年度決算）

手 当 名 内 容 お よ び 支 給 単 価 の制度との の制度と

異       同 異なる内容

199,947

住 居 手 当 2,550,000 円 115,909

扶 養 手 当

P.8　と同様

3,799,000 円

通 勤 手 当 85,160

管 理 職 手 当 7,933,716 円 793,372

1,958,680 円
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◆職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（1）勤務時間制度（部局別）

1日・1週間当たりの勤務時間、始業・就業時刻、休憩時間、休息時間の状況

通常の日勤職員

勤務時間 1日当たり 7.75時間

1週間当たり　 38.75時間

始業時刻 午前8時30分

終業時刻 午後5時00分

休憩時間 午後0時15分～午後1時00分 (45分間）

休息時間 平成19年4月1日より廃止

その他の職員

夜間勤務（2交代制、3交代制のある交代勤務職場（消防、クリーンセンター、病院等）

休憩時間 勤務時間が8時間以上に1時間以上

休息時間 平成19年4月1日より廃止

（2）休暇制度{年休・特別休暇(病休含む）・介護休暇、組合休暇}

① 年次有給休暇制度 毎年度4月1日に最高20日付与、翌年度に20日まで繰越すことが可能

② 特別休暇

夏期休暇 7月から9月までの間に8日以内

結婚休暇 5日以内

忌引休暇 続柄により1日～10日

父母の追悼 実父母の3回忌、7回忌などの行事の日　1日

母体保護時間 妊娠中　30分単位で1日朝夕1時間まで

妊婦検診 妊娠中又は出産後1年以内の職員　必要な時間

妊娠6月まで4週に1回、妊娠7月から9月までは2週間に1回、産後1年まではその間に1回

妻の分娩休暇 分娩の日から2週間以内に3日

男性の育児休暇 妻の出産日の翌日から8週間（小学校就学前の子が別にいる場合、出産予定日の前8週間から出産日後8週間）の間に

生まれた子、又は小学校就学前の子の養育のため、当該期間内において5日以内

育児時間 生後１歳に達しない子を育てるとき　、30分単位で1日朝夕1時間まで

子の看護休暇 9歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある子(配偶者の子を含む。)が病気や負傷した場合の看護をするため

1年度で5日以内　

公民権行使 必要な時間（選挙等）

証人、鑑定人 証人、鑑定人として裁判所に出頭するとき、又はこれに準ずるとき、必要な期間

生理休暇 女性が生理時に就業が著しく困難なとき、2日以内

ボランティア休暇 1年度で5日以内

大災害の被災地、被災者への支援

身体障害者療護施設、特別養護老人ホームなどの支援

青少年の健全育成を目的とする活動

ドナー休暇 骨髄移植のための骨髄液の提供希望の登録、検査、入院等、必要な期間

産前・産後休暇 分娩予定日前8週間(多胎妊娠の場合においては、14週間）前の日から出産日後8週間を経過する日までの期間

災害休暇 市長が必要と認めたとき、必要な期間

③ 介護休暇 配偶者、父母、子等が疾病、老齢により日常生活を営むにあたり支障がある場合、一の疾病に対し180日間　無給

④ 病気休暇 負傷、疾病にかかったとき、医師が療養に必要と認めた期間、最長90日間

⑤ 組合休暇 登録された職員団体の業務、又は活動に従事する期間、1年度で30日まで　無給
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◆職員の分限及び懲戒処分の状況

（1）分限処分の処分別人数（部局別）

平成19年度分限休職処分者数（延べ人数）

105 人

23 人

3 人

13 人

0 人

（2）懲戒処分の処分人数（部局別）

平成19年度懲戒処分者数

2 人

◆職務の服務状況

（1）年休使用状況（部局別）

① 年次有給休暇の平成19年度平均取得日数 ② 年次有給休暇の平成20年4月1日の平均付与日数

日 日

日 日

日 日

日 日

日 日

（2）育休・部分休業取得状況（部局別）

① 平成19年度育児休業新規取得者数 ② 平成19年度部分休業新規取得者数

31 人 13 人

3 人 1 人

15 人

0 人

0 人

◆職員の研修及び勤務成績の評定の状況

（1）研修の実績（平成19年度・人事課実施分）

（2）勤務成績の評定の状況（平成19年度）

部 局 人 数 処 分 の 種 類 処 分 事 由

市 長 部 局 休職 心身の故障（地方公務員法第28条第2項第1号）

教 育 委 員 会 休職 心身の故障（地方公務員法第28条第2項第1号）

病 院 休職等 心身の故障（地方公務員法第28条第2項第1号）　等

消 防 休職 心身の故障（地方公務員法第28条第2項第1号）

水 道

部 局 人 数 処 分 の 種 類 処分事由

市 長 部 局 等 減給 全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあつた場合（地方公務員法第29条第1項第3号）

部 局 日 数 部 局 日 数

市 長 部 局 等 12.3 市 長 部 局 等 39.0

教 育 委 員 会 14.7 教 育 委 員 会 37.5

病 院 10.9 病 院 38.0

消 防 9.0 消 防 39.9

水 道 11.2 水 道 38.4

部 局 人 数 部 局 人 数

市 長 部 局 市 長 部 局

教 育 委 員 会 教 育 委 員 会

病 院

消 防

水 道

区 分 研 修 内 容 コ ー ス 数 人 数

基 本 研 修 役職および勤務年数等に応じた基本的な知識・技能の習得 12 579

特 別 研 修 特定の行政課題に対応するために必要な知識・技能の習得 19 1,618

実 務 研 修 実務遂行に必要な知識・技能の習得 4 376

派 遣 研 修 職務の専門的かつ総合的な知識・技能の習得のため専門機関へ派遣 246 426

合 計 281 2,999

評 定 期 間 平成18年10月1日から平成19年9月30日

対 象 者 平成19年9月末日に在職する職員（臨時職員、非常勤職員、条件付採用期間中職員等を除く）

対 象 職 員 数 3,186人

評 定 項 目
独創性、理解判断力、評価力、指導監督力、職務知識、企画立案力、折衝力、協調性、積極性、責
任感、研究心、服務規律、正確性、仕事の早さ、仕事の成果、応対力、言語表現力、文書表現力、計
数力、勤勉性、即応性、熟練性
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◆職員の福祉及び利益の保護の状況

（1）千葉県市町村職員共済組合、公立学校共済組合

地方公務員等共済組合法に基づき、健康保険に相当する短期給付、厚生年金保険に相当する長期給付事業等を行っています。

（2）松戸市役所職員共済組合

職員の福利増進等を図るため、互助組織として松戸市役所職員共済組合を設置しています。

（3）健康診断の実施状況

労働安全衛生法に基づき、年一回職員に対して健康診断を実施しています。

（4）公務・通勤災害件数(部局別）(平成19年度）

5 人 8 人 2 人 3 人

6 人 5 人 1 人 1 人

1 人 1 人 0 人 0 人

7 人 7 人 2 人 2 人

0 人 0 人 0 人 0 人

19 人 21 人 5 人 6 人

◆公平委員会の業務の状況

事 業 名 主 な 事 業 内 容

福 利 厚 生 事 業

カフェテリアプラン事業

レクリエーション事業

売店及び食堂事業

貸付事業

給 付 事 業 組合員の慶弔給付等

その他必要と認める事業

区 分 受 診 者 数

定期健康診断（35歳未満） 394人

定期健康診断及び
生活習慣病予防検査（35歳以上）

1,759人

特殊業務等健康診断 137人

公 務 災 害 申 請 認 定 通 勤 災 害 申 請 認 定

市 長 部 局 等 市 長 部 局 等

教 育 委 員 会 教 育 委 員 会

病 院 病 院

消 防 消 防

水 道 水 道

２．不利益処分に関する不服申立ての状況 該当なし

計 計

１．勤務条件に関する措置の要求の状況 該当あり
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